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（3） 準備調査（その 2）で追加された要請内容 

 RETAQ センターの新たな役割として、『農業資材1』 を含めた食品の安全にかかる証明書の発行

機関として活動範囲が付加されたことにより、準備調査（その１）からいくつかの機材が追加要

請された。2017 年 8月の準備調査（その 2）で追加された機材には MARD の活動範囲の拡張に伴う

活動内容の変更に従い、新たに 1機材の追加と 2機材の仕様変更が「ベ」国側から要請された。

表１−７に追加・変更要請があった機材の概要を示す。 

表 １-７ 機材追加・変更要請（2017 年 準備（再）調査時） 

 

・仕様変更について要請内容 

機材番号 B-45 について LC/MS/MS から LC/TOF/MS への変更希望 

準備調査（その１）の機材選定から 3年以上が経過しており MARD における RETAQ センターの

役割として農業資材（農業に関わる肥料、農薬、生物毒や流通過程の品質管理）のモニタリング

とスクリーニング検査業務が新たに加わった。この活動内容の変更に伴い、新規化学物質の微量

分析の迅速な定性分析が国内及び海外の検疫機関からも求められている。以前の調査で調達を予

定していた LC/MS/MS はタンデム MS の機能により定量分析に優位性をしめす。これに対し

LC/TOF/MS は、迅速な定性分析により未知の化学物質を同定する機能に優位性を有している。ま

た、ここ数年で機器本体の解析能力・使用方法が格段に向上している。TOF を用いることにより

農・水産物で使われる禁止薬剤や未知の化学物質（毒素も含む）の同定を比較的短時間で正確に

分析できるようになる。LC/TOF/MS の分析操作技術は、 2013 年に要望していた LC/MS/MS とほぼ

                             
1 ここで、「ベ」国側が示す『農業資材』とは生産過程で利用される薬剤、餌、農薬、梱包材、未承

認物質を含む農業生産に関わる物質（生物、無機、有機）を示している。 

追加要請機材 

E-71 

部屋番号 

 B307-2 

部屋名： 

 技量検定室 

ボールミル 乾燥穀物試料の大量作成 

①RETAQ センターのモニタリング及びリファ

レンス能力の強化により、大量の乾燥穀物の

試料の調整が求められている。この活動の追

加に伴い、均一な乾燥粉末を大量に調整し、

標準物質・資料として各支部に配布すること

が求められている。 

リファレンス用標準試料

の作成 

仕様の変更要請 

機材番号/部屋名 機材名 変更内容と理由 用途 

 No. B—45 

部屋番号 B304 

部屋名：液クロ室 

LC/MS/MS 

（毒物） 

LC/MS/MS から LC/TOF/MS への変更 

①RETAQ センターの活動範囲が広くなり、残留

農薬、毒性薬品の定性分析が要求されたため。 

②食品の輸出の際、迅速な残留化学物質の同

定検査が多く要求されており農・水産業界か

ら TOF を使った分析が求められている。 

食品中の残留農薬、カビ

毒、ホルモン剤等のスクリ

ーニング検査 

A—104、E-39 

部屋番号 

 B110-2,B307-2 

部屋名： 

 技量検定室 

凍結乾燥機 除湿機能の増量 

①RETAQ センターのモニタリング及びリファ

レンス能力の強化により、一度に整備する標

準物質の数量の増加に伴い凍結乾燥量が増加

した。当初予定していた除湿機能を 500ml か

ら 4000-5000ml に変更 

リファレンス用標準試料

及び標準菌株の保存と作成 





“ ”

“ ”

“ ”
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画が必要であると同時に、外部環境の安全性を考慮にいれた、施設配置や建物内部の平面的配置

が極めて重要となる。特に機材と施設との取り合いとなる設備の役割は、日本側の協力で整備す

る機材を持続的に使う上で重要な要素であり、機材と切り離して計画することは困難である。調

達段階では機材の作動確認と併せて前述の設備調整が不可欠であり、機材と設備を一体として調

整することが求められる。これまで MARD は検査環境を考慮した検査施設を設計した経験がない。

特に RETAQ センターの検査活動に含まれる化学（無機・有機）分野と GMO の分析過程の安全性設

備に関する知見は乏しく、本プロジェクトでは日本側で整備することが適切とされる。本プロジ

ェクトでは、検査棟の建設（躯体及び給排水）はベトナム側で実施されるが、調達する機材の取

り合いで機材の性能・機能に影響を与えかねない設備は①特殊ガス集中配管、②空調設備（給気・

排気）、③病原性細菌及び遺伝子組換え食品検査区域の気圧調整があげられる。以下にその内容を

示す。 

 

① 特殊ガス集中配管 

特殊ガスは一部の機材でキャリアーガスもしく燃焼ガスとして利用する。これらのガスを接続

する特殊ガス配管部は適切な精度の配管資材と確実な施工技術が求められる。RETAQ センターの

特殊ガス集中配管では、設備配管部のガスライン貫通部、マニホールド、ラインバルブの位置な

ど施設工事との取り合い工事が多く見込まれる。また、空調設備や検査用特殊ガス（窒素、ヘリ

ウム、アルゴン、アセチレン）などの集中配管による集約化はランニングコストの低減や施設の

管理運営上の合理化、省力化を図ることができる。 

② 空調設備 

検査棟で発生する有毒ガスは、検査官の健康に重大な悪影響を与えるばかりでなく、屋外にも

排出されて大気中に拡散する。このため、ドラフトチャンバーや排気フードを必要とする一部機

材では、機材の能力を活かし適切な機能を維持するには、排気システム全般を機材の一部として

対処することが必要となる。検査室で適切な検査環境を保つために、(1) 給気の温湿度を室内の

状況に合わせて供給にする、(2) 検査室内における給排気の圧力バランスを調整し各エリアの圧

力差に配慮する、などが空調設備の重要な要素となる。 

③ 病原性の細菌及び遺伝子組換え食品（GMO）検査区域 

RETAQ センターの活動（検査）内容により職員の安全性や防災の面から一部を規制区域及び管

理区域の設定を行う必要になる施設がある。RETAQ センターでは微生物部門の病原菌の取り扱い

部分、さらに組み替え遺伝子を操作する GMO 検査室がその対象となる。RETAQ センターでは病原

性細菌として病原性大腸菌、ブドウ球菌、サルモネラ菌、リステリア、腸炎ビブリオ、赤痢菌等

を取扱う予定としている。日本国内において、これら細菌の取り扱い方法は「病原体等安全管理

規程」により P2レベルの病原性細菌として扱うことが求められている。一方、GMO 食品を扱う場

合は、遺伝子導入生物の「飛散防止措置（カタルへナ議定書2に準拠）」を講ずる。特に遺伝子操

作を行なう検査室では検査室内の交差汚染（クロスコンタミネーション）が起こりやすく、GMO

検査では交差汚染が一度起こると簡単には除去できず、永続的に影響を及ぼす性質を持つため、

注意が必要とされている。このため GMO 検査室では汚染を防ぐため各部屋を検査段階に応じたパ

ーティションで区切った上、気圧差により空気の流れを各部屋間で調整することが望まれる。ま

                             
2 カタルヘナ議定書：生物多様性条約のバイオセーフティに関する議定書 
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た、各部屋間の試料受け渡しにはパスボックスの利用が適切とされる。 

「ベ」国の食品検査の拠点となる RETAQ センターは単に検査の成果を上げるための機能の追求

と単純に割り切れない部分がある。基本的に検査施設には検査が機能的に遂行できる環境作りが

必要である。また、検査施設には検査成果が得られる為の機能性の追求と、そこで検査に携わる

職員達の職場環境を考慮した空間作りが重視されるべきである。このため、上記機材にかかる設

備については日本側が設備工事を行う計画とする。 

１—３ 我が国の援助動向 

日本の対ベトナム支援は「対ベトナム国別援助計画」（平成 21年７月策定）に基づき実施され

ている。目指すべき開発目標として、�

① 低所得国からの脱却を経た工業国化（2020 年目標）を支援、 

② 「ベ」国民の生活向上と公正な社会の実現を支援、 

③ 持続可能な開発を支援、 

の３点を掲げ、ベトナムの社会経済発展を力強く支援する方針としている。また、この上位目

標を実現するため、人道的・社会的観点も踏まえ、日本はベトナム政府の主体性を尊重しつつ、

高いレベルの目標を設定した開発政策を積極的に評価し、同国が従来達成してきた「成長を通じ

た貧困削減」のプロセスが継続するよう支援する。また、「社会経済開発５カ年計画（2006～2010）」

において、「経済」、「社会」に加えて「環境」が新たな柱に加えられたことも踏まえ、日本の対越

援助の柱を「経済成長促進・国際競争力強化」、「社会・生活面の向上と格差是正」、「環境保全」、

「（上記 3分野の基盤となる）ガバナンスの強化」とする総合的な支援を展開していく方針として

いる。この中で、安全な農林水産物の供給を含む（農業政策・制度）農業技術普及と農水産物の

貿易のための援助と密接に関連する「経済成長促進・国際競争力強化」に係る援助を、重点分野

の一つとして定めている。 

 

(1) 無償資金協力 

近年のわが国の農水産物分野における協力実績は、表１−１０の通りである。 

表 １-１０ 我が国無償資金協力実績（農水産業分野） 

 

  

 （単位：億円） 

実施年度 案件名 供与限度額 概要 

1997 年 タンチ地区農村排水改善計画（第1期） 2.52 機材：既存ポンプの改修、排水機

のポンプ増設、配電設備の整備、

排水路の改修、浚渫船、掘削機械 

1998 年 タンチ地区農村排水改善計画（第2期） 14.91 

2000 年 タンチ地区農村排水改善計画（第3期） 2.39 

2002 年 
ニャチャン海洋養殖開発研究センタ

ー建設計画 
8.73 

施設：親魚棟、飼育孵化棟、管理・

研究棟等 

機材：生物餌料培養、孵化育成、

栄養研究、魚苗環境研究、トラッ

ク、小型船等 

出典：JICA 図書館  
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(2) 技術協力 

近年のわが国の農水産物分野における技術協力実績は、表１−１１の通りである。 

表 １-１１ 技術協力実績（農水産業分野） 

 

  

  

実施年度 案件名 概要 

2008 年 2 月～2014 年 14 月  JARCOM 植物検疫広域研修プロジ

ェクト 

CLMV 国間の植物検疫にかかる適切な基準の認識、植

物検疫の CLMV 国間の調和化に対し、自国が抱える問

題点や必要な対策の認識、参加者の監視

(surveillance）・リスク分析・診断等植物検疫にか

かる知識やスキルの向上 

2009年10月～2014年10月 

メコンデルタ地域における効果

的農業手法・普及システム改善プ

ロジェクト 

プロジェクト対象地域効果的な栽培手法に関する知

識とスキルの獲得、行政機関の栽培、病虫害防除技

術の指導能力が向、SOFRI による行政機関や農家に対

する指導能力、農業技術の向上 

2009年10月～2014年10月 
（科学技術）持続可能な地域農

業・バイオマス産業の融合 

持続可能な地域農業・バイオマス産業の融合、小規

模分散型・地産地消型のバイオマスリファイナリー

プロセスの実証、バイオマスリファイナリープロセ

スを構成する新規の要素技術の研究開発 

2009 年 1月～2014 年 1月 

中部高原地域における貧困削減

のための参加型農業農村開発能

力向上計画プロジェクト 

地域の住民と住民組織が生計向上のための現状分析

と計画能力の向上、地方行政官の農村開発活動の社

会的インパクト、技術、財政面での実施可能性の査

定と参加型アプローチの導入能力の改善、 

地域開発活動の改善 

2010 年 7月～2014 年 6月 
ベトナム北部中山間地域に適応

した作物品種開発プロジェクト 

大容量・高速ジェノタイピングによる効率的なイネ

育種法の開発、対象地域の環境に適した短期生育・

高収量・病虫害抵抗性に関与する遺伝子を有する有

望系統の開発、イネ有望系統群の生理生態学的特性

が明らかにする 

2010 年 7月～2013 年 12 月 
農産物の生産体制および制度運

営能力向上プロジェクト 

出願品種に対する審査手続きの改善、DUSテストの試

験機関における DUS テスト方法の確立、育種関係者、

種苗会社、普及員の植物品種保護についての意識の

向上 

2010 年 8月～2015 年 7月 
北西部山岳地域農村開発プロジ

ェクト 

水稲、とうもろこし、大豆等の農産物の生産、加工、

販売の手法の改善、水資源の配分と灌漑施設管理の

管理運営の改善、地方政府及び関連組織、大衆組織・

農民組織や農業系企業の市場指向の農産物の生産、

加工、販売体制強化を通じた農村開発に係る能力の

向上 

2011年12月～2014年11月 
農水産食品の安全性確保のため

の検査強化プロジェクト 

NAFIQAD 試験所における農水産食品に係る検査能力

が向上、農水産食品の安全性に係る国家モニタリン

グプログラムの改善、農水産食品の安全性確保に係

る政府担当者の育成 

2012 年 7月～2015 年 6月 
農民組織機能強化プロジェクト

フェーズ 2 

農協機能強化の枠組みの基盤確立、中央政府におけ

る地方行政官へ研修・指導を行うための体制の確立、

プロジェクトの対象省において、地方行政官が農協

へ研修・指導を行うための体制を確立 

2013 年 3月～2017 年 3月 
薬剤耐性細菌発生機構の解明と

対策モデルの開発プロジェクト 

薬剤耐性菌の拡散メカニズムの解明や監視システム

の構築、食品安全検査に関わる研究者・技術者の育

成などの支援 

出典：JICA 図書館  
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１−４ 他ドナーの援助動向 

食品安全分野での協力は CIDA、ADB、世銀、FAO が中心となって実施している。このうち、検査

ラボの機材拡充及び能力向上に対する協力としては以下のものがある。 

表 １-１２ 他ドナーによる援助動向 

 

CIDAは上記プロジェクトの評価結果を踏まえてフェーズ2プロジェクトを実施する予定である

が、技術協力（T/A）を主体としたものが想定されており、RETAQ センター検査能力強化計画とは

競合しないと考えられる。 

機関名 案件名 導入された検査機材 検査技術向上に関する研修 

CIDA 食品及び農産物品質開

発・管理プロジェクト

（2008/4〜2013/12） 

既存 7ヶ所（NAFIQAD 支局 4、DPP-NPCC、

DAH-INPH を含む）（C$2 百万） 

実施済み 

ADB 農産物品質・安全性向上

及びバイオガス開発プ

ロジェクト 

（2009〜2015） 

NAFIQAD： 

支局 1：ICP/MS、HPLC/MS/MS 

支局 2：ICP/MS、GC/MS、IC 

支局 5：HPLC/MS/MS 

支局 6：GC-HR 

DPP   ：GC/MS/MS、LC/MS/MS、 

ICP/MS 

2013 年より実施予定 

（GC-HR を用いたダイオキシン分

析の技術研修が予定されている） 

世銀 畜産競争力強化及び食

品安全プロジェクト

（2010〜2015） 

対象 12省への簡易検査キット 

DAH-INPH 用薬品/消耗品（US$500,000） 

実施中 



ả ò Đà ẵ ồ í ầ à

































12 9 8 3

- 23 26 26

- 201 185 78
- 402 370 156
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岸８省から内陸部を含めた 28省まで拡大していく必要がある。その一方で物理的な検査能力の限

界により支局１だけで調査範囲を拡大することは困難である。また、農水産食品の安全性確保の

ための検査強化プロジェクト3において、2013 年度よりホーチミン市及びカントー市の卸売市場

における食品残留検査（トライアル・モニタリング）が行われている（表３-６参照）。将来的に

は、同様のモニタリング活動を首都ハノイ及びその周辺の人口密集地域において展開する必要が

ある。 

表 ３-６ SCIESAF によるトライアル・モニタリング（2013 年 5月〜2014 年 4月） 

資料：SCIESAF 

 

以上より、今後 RETAQ センターにおいては北部 28 省で必要とする表３-６に示したモニタリン

グ検査のうち、支局１で対応できない調査範囲をカバーする必要がある。 

国内モニタリング検査の活動に必要な機材には微生物検査機材、無機・有機化学検査機材、分

子生物検査機材に加えサンプリング検査機材が含まれる。 

 

コンポーネント３：レファレンス検査 

農業農村開発省（MARD）内には、食品の安全性検査を行っているラボが 10ヵ所（内、6ヵ所は

NAFIQAD 所有）ある。これらのラボにおける検査精度の向上（誤差の縮小化）を図るため、RETAQ

センターにおいて定期的な確認検査を行い、誤差が生じた場合にはその原因究明と対策を講じて

いく必要がある。レファレンス検査に必要な機材には一部の微生物検査機材、無機・有機化学検

査機材が含まれる。 

 

コンポーネント４：リスク分析 

食品安全上の違反が検出された場合、トレースバックを行い違反源を特定し、原因を究明する

必要がある。現時点では、現存する検査ラボが所有する機材と人員の制約によりリスク分析がほ

                             
3 農水産食品の安全性確保のための検査強化プロジェクト: JICA 技術協力プロジェクト(以

下:SCIESAF) 

市/郡 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ地点 対象物 ｻﾝﾌﾟﾙ数 検査項目 

ホーチミン市 

卸売市場(4ヵ所)： 

1) Binh Dien 

2) Hoc Mon 

3) Thu Duc 

4) HCM City area 

豚肉 231 ｻﾙﾓﾈﾗ菌 

鶏肉 231 ｻﾙﾓﾈﾗ菌 

葉野菜(水野菜、

マスタード) 
231 残留農薬（一斉分析） 

果実野菜 

(トマト、 野菜類) 
231 残留農薬（一斉分析） 

海産魚  

(ｻﾊﾞ、ﾏｸﾞﾛ、ｱｼﾞ) 
231 ｻﾙﾓﾈﾗ菌、ﾋｽﾀﾐﾝ 

カシューナッツ 231 アフラトキシン 

米 231 残留農薬（一斉分析） 

カントー市 

公設市場(5ヵ所): 

1) Cai Khe 

2) Xuan Khanh 

3) Thot Not 

4) Tan An 

5) O Mon 

豚肉 231 ｸﾚﾝﾌﾞﾃﾛｰﾙ、ﾗｸﾄﾊﾟﾐﾝ、ﾆﾄﾛﾌﾗﾝ 

鶏肉 231 ﾃﾄﾗｻｲｸﾘﾝ、ﾆﾄﾛﾌﾗﾝ 

淡水養殖魚  

(ﾗｲｷﾞｮ、ﾃｨﾗﾋﾟｱ) 
231 

ｴﾝﾛﾌﾛｷｻﾁﾝ/ﾁﾌﾟﾛﾌﾛｷｻﾁﾝ、ﾆﾄﾛﾌﾗﾝ、

ﾃﾄﾗｻｲｸﾘﾝ 

  合計 2,310   
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や排気ガス処理装置は検査棟の両端（北東及び南西）に設置する。 

④ 給排気ダクト類に関しては、通過する気体の性質や温度に応じて、耐性の強い材質（SUS 製、

塩化ビニール被覆）や断熱性の高い材料（ガラスウール等）による被覆を行い、ランニング

コストや維持管理の軽減を図る。 

計画敷地周辺は、ハノイ郊外の新興地域でありインフラ等も比較的整っているが、停電や電圧

変動等は避けられないため、電圧変動を嫌う検査機器に関しては、精度確保の面から定電圧装置

（AVR）や無停電電源装置（UPS）を適宜設置する。 

自然条件調査結果から得られた資料より、換気設備に関する設計条件を表３-８に示す 

表 ３-７ 換気設備設計にかかる自然条件の設定値 

 

(3)  社会経済条件に対する方針 

サイト周辺は農地が広がっているが、道路事情も向上しておりハノイ近郊の住宅地として開発

が進んでおり人口が増加している。今後、地域の電気などのインフラ整備が段階的に行われてい

る現状と消費量の増加を予測する必要がある。また、建物の様式に関しても切り妻屋根形式、レ

ンガブロックを多用するという伝統的な様式が尊重されており、機械設備や配管に関しては、な

るべく露出させないことが求められる。本計画に関しても、これらの現状を踏まえて、周囲の景

観に配慮した計画とする。 

 

  

項目 設定根拠とした自然条件 備考 

風速 年間平均風速は約 3m/秒、年間平均最大風速は 12m/秒。 

サイト周辺の卓越風向は北東〜南東方向が 50％を占め、次

に北(10％)である。夏期（雨期）以外は、曇りの日が多い。 

排気口ウエザーカバー、スクラバー

の排出口は高所に設置。 

降雨量 年間降水量は約 1800mm で、年間を通じて降雨がある。 

雨の傾向としては、夏期は土砂降り、それ以外の時期は長

雨となる。夏期(5〜9月)は、２日に 1日は降雨がある。 

外部配管類の雨仕舞いに配慮する。 

気温 月間最大平均最高温度 32.9℃(7 月) 

月間最大平均最低温度 19.3℃（1月） 

月間最小平均最高温度 26.1℃(7 月) 

月間最小平均最低温度 13.7℃（1月） 

夏期の外気温は 40℃を超える日が

多く見られる。 

湿度 月間最大平均最高湿度 98％（8月） 

月間最大平均最低湿度 92％（1月） 

月間最小平均最高湿度 73％（3月） 

月間最小平均最低湿度 53％（11 月） 

空気の湿度が高いため冷房負荷が大

きくなる。 

温度の状況 湿度の状況 
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(4)建設事情・調達事情に関する方針 

1）設計基準 

本プロジェクトにおける日本側協力対象事業は、「ベ」国側が検査棟を建設後に、一部の内装工

事と、換気設備の整備に限定される。日本側が手がける内装工事は、研究所レベルの仕上げ材料

のグレードが高い、よって日本の内装工事の仕様を参考として計画する。また、設備工事に関し

ては、日本側が担当する換気工事に適用できる基準が「べ」国にはないため、日本の設計基準を

優先して設計する。  

表 ３-８ 施設設計にかかる設計基準 

 

2）建設・設備資材の調達先 

「ベ」国内で調達可能な建設資材は、国内産に加えて ASEAN 等の諸国から建設資材が輸入され

ており、一般市場で流通している。このような理由から、建設・設備資材の調達に関しては、現

地調達を基本とするが、必要に応じて日本製資材との経済性の比較を行って調達先を選定する。

また、タイ、マレーシア等の周辺国では日本企業の現地生産工場が多数あり、これらの製品は品

質も高く、本邦調達と比較すると価格も安いことから、これらの製品の活用も視野に入れる。こ

のような現地で調達可能な資材の規格、仕上精度等の仕様が、本設計にそぐわない場合には、日

本製とした。表３-10 に主要資材名とその調達先の選定経緯をまとめた。 

表 ３-９ 資材調達先の基本方針 

 

(5) 現地業者の活用に対する方針 

① 「ベ」国の建設技術は、経済開放による外国企業の参入により建設機械の導入や近代的な建

築材料の利用が促進され、著しく向上している。また、現地建設会社は外国企業との JVに

より、先進国の施工方法や管理手法を習得した建築管理技術者も増加しており施工能力も向

上が見られる。 

項目 準拠する基準 

建築 日本の「建築基準法」又は学会仕様書等に準ずる。現地で同等仕様と認められる場

合は、現地仕様を採用する。 

設備 日本の「建築基準法」又は学会仕様書等に準ずる。 

日本の空気調和・衛生工事標準仕様書（SHASE-S010）。現地で同等仕様と認められ

る場合は、現地仕様を採用する。 

工事対象・分野 設備、資材 調達の考え方 

検査室内装工事 床（長尺塩ビシート）、壁（化

粧ケイカル板） 

現地で調達可能であり、施工実績もあるため、

現地調達が可能。 

検査室建具工事 鋼製ドア、アルミ製建具 一定の機密性が求められるため、信頼性の高い

ことが求められるが、現地での施工実績があ

り、現地調達が可能（日本法人有り）。 

空調設備の一般

資材 

配管材、ダクト用亜鉛鉄板、SUS

板等 

一定の品質の ASEAN 製の材料が出回っており、

これらの調達を旨とする。 

空調設備の主要

機器 

空冷チラー、ボイラー、AHU、

スクラバー 

信頼がおける日本メーカーの現地法人が周辺

国にあり、本邦調達と比較して検討する。 

空調装置の監視

機器や特殊部品 

換気設備運転のソフトウェア、

電装部品 

特殊な分野、あるいは製造品の信頼性から日本

あるいはアメリカ製となる見込み（調達は現地

法人あるいは代理店経由となる） 







”

” ”
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表 ３-１８ 主な分析機材（サンプリング／リスクアセスメント） 

 

 

(2) 最終的な機材内容 

現地調査結果を踏まえて、「ベ」国側との間で合意された施設・機材の最終的な機材内容は次の

とおりである（表 3−19〜3−33）。 

 

① 細菌検査 

表 ３-１９ 細菌検査用機材 

番号分野 機材番号 機材名 数量 

前室(2)  

B105-2    

A-001 77 UV スリッパ入れ 1 

A-002 78 UV ロッカー 1 

試料準備室  

B105-1    

A-003 114 濾過滅菌装置一式 2 

A-004 53 冷凍庫（低温フリーザー） 1 

A-005 57 冷蔵庫（薬品用 500L） 1 

A-006 57 冷蔵庫（薬品用 500L） 1 

A-007 57 冷蔵庫（薬品用 500L） 1 

A-008 144 溶媒(液体培地)回収装置 1 

A-009 25 ボルテックスミキサー 2 

A-010 26 ホモジナイザー 1 

A-011 115 白金線電気滅菌装置 1 

A-012 145 パスボックス 1 

A-013 104 ドラフトチャンバー(薬品類に使用） 1 

A-014 79 薬品戸棚 2 

A-015 80 戸棚 1 

A-016 121 電子レンジ 2 

A-017 137 手洗い場（自） 1 

A-018 129 マイクロピペット類(1) 3 

A-019 27 ストマッカー（細菌検査用） 2 

A-020 63 蒸留水製造装置 1 

A-021 64 純水製造装置（バンステッド） 1 

A-022 123 自動ペトリ皿充填機器 1 

A-023 124 自動液体培地充填機器 1 

A-024 146 嫌気ジャー 4 

A-025 100 クリーンベンチ（卓上） 1 

A-026 101 クリーンベンチ 4 

機材名 台数 使用目的 

土壌試料採取装置、水採取装置 4 底質採取機器 

粒サンプラー、ドリル、ふるい等 2 粒子状物質採取器 

TSD 測定装置 1 水質環境測定装置 

ピックアップ車両 1 移動用車両（サンプリング用） 
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B202-3    

G-1 26 ホモジナイザー 2 

G-2 150 ドライラック 2 

G-3 79 薬品戸棚 2 

G-4 67 電子天びん 1 

G-5 19 ガンマ線分析（放射能分析） 1 

G-6 180 実験台(サイド、試薬棚、1800) 1 

  
食品放射能検査機材 

合計 
 
9 

 

⑦ 教育/訓練 

表 ３-２５ 教育／訓練機材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ サンプリング 

表 ３-２６ サンプリング、リスクアセスメント用機材 

番号分野 機材番号 機材名 数量 

サンプル受取室   

B106-1    

I-01 52 冷凍庫 （チェストフリーザー） 2 

I-02 62 冷蔵庫(薬品用 500L) 2 

I-03 84 巻き尺（携帯型） 1 

I-04 93 ふるい 1 

I-06 164 ピックアップ車輌（移動式ラボ） 1 

I-07 94 のこぎり 1 

I-08 95 ドリル(穴開) 1 

I-09 79 薬品戸棚 2 

I-10 138 手洗い場 1 

I-11 133 耐熱プラスチック箱（大） 5 

I-12 134 耐熱プラスチック箱（中） 5 

I-13 135 耐熱プラスチック箱（小） 5 

I-14 85 湿度計 1 

I-15 136 サンプルボトル 1 

番号分野 機材番号 機材名 数量 

研修室（ドライ）  

B204-1    

H-1 166 ホワイトボード 1 

H-2 167 プロジェクタースクリーン 1 

H-3 168 プロジェクタ 1 

H-4 169 講義用机 10 

H-5 170 講義用椅子 30 

研修室（ウェット）  

B204-2    

H-6 79 薬品戸棚 1 

H-7 129 マイクロピペット類(1) 5 

H-8 174 実験台(中央、流し、丸椅子 8脚) 1 

  
教育/訓練機材 

合計 
 
50  
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  ３−２−２−２ 建築施設計画 

(1) 敷地・施設配置計画 

本プロジェクトは RETAQ センターの建設を「ベ」国が担当し、日本が同センターの機材整備を

おこなうものである。その中で、RETAQ センターの活動を機材面から検討し、機材が持続的かつ

安全に性能が発揮できる設備の設置に掛かる事業分担内容を協議した結果を表（表３−34）に示す。 

表 ３-３４ RETAQ センター検査棟の日本側事業分担区分 

注：○印が日本側の分担事業である。 

 

なお、検査棟外部には「ベ」国側が建設する検査棟及び関連付帯施設の配置計画を踏まえ、空

調設備の室外機や空冷チラー、ボイラー用燃料サービスタンク置場を配置する。排気ガス処理の

ためのスクラバーは 4階の両端部に配置し、外調機への吸い込みを軽減する。検査棟外部に設置

される機器に関しては、設備の維持管理や保守を考慮し、敷地北側に設置されるサービス道路と

の動線を確保する。 

 

(2) 施設機能・内容・規模 

検査棟内では、有機溶媒、遺伝子組み換え物質、病原性細菌等を取り扱うため、検査員の安全

確保（労働安全衛生規則4）や、外部への漏洩防止（遺伝子組み換え関連規則5）、精密分析機器の

作動条件（温度・湿度）を踏まえ、適切な検査環境を構築する必要がある。これらの検査環境を

                             
4 労働衛生規則（日本） 
5 カルタヘナ法 

区分 検査内容 主要対応室 機材 天井 内装 個別空調 中央空調 換気設備 

検
査
室 

細菌検査室 
105,107,108, 

109, 110 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

残留農薬／動物医薬品検査 
302, 304, 310, 

312 
○ ○   304,310のみ ○ 

分子生物検査 201 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

遺伝子組換え食品検査 206 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

無機化学検査 301, 305, 307 ○ ○   ○ ○ 

食品放射能検査 202-3 ○      

海洋性由来毒 209-2 ○      

サンプリング・ 

リスクアセスメント 
106-1 ○      

ダイオキシン分析 102, 104       

同位体分析 202-2       

放射線照射分析 312-2       

ユ
ー
テ
ィ
リ
テ
ィ
ー 

機器修理室 202 ○      

研修室（ドライ／ウエット） 204-1, 204-2 ○      

一時試料保存室 209-1 ○      

試料保存室 103 ○      

ガス保管庫 101 ○      

空調熱源機械室 １階 日本側は空冷チラー、ボイラー等の熱源機械等を設置する 

空調機械室 ４階 日本側は外調機等を設置する 

排ガス処理設備 ４階 日本側はスクラバー等の排ガス処理設備を設置する 
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側が協力対象とする換気設備の区域は、管理区域と規制区域であるが、局所排気設備（バイオセ

ーフティーキャビネットやドラフトチャンバー）の作動時には、室内には排気量と同量の新鮮な

空気が直ちに供給される必要がある。このような理由から、換気方式としては、次のように計画

する。 

基礎外気量に関しては、検査室内で発生する粉塵等の拡散や外部からの侵入を想定して、時間

あたり換気回数を２回/h6として設定する。検査員数を 10m2あたり１人と設定して換気量を計算し

ても、前述の換気回数を満たしており検査業務の実態に近いことが確認できる。給気方法に関し

ては、４階に配置された外調機から空調された新鮮な外気をダクトで送風し、各ゾーンに設置さ

れる定風量装置（CAV:Constant Air Volume）にて、検査室各所に満遍なく空気を送り込む。また、

排気に関しても天井裏に配した排気ダクトにより、各室毎に吸引排気し、清浄空気と汚れた空気

が入れ替わるよう計画する。 

局所排気設備が設置された検査室では、局所排気設備から排出された同量の空調された外気を

可変風量装置（VAV:Valuable Air Volume）により、専用の供給口から供給する。同装置は、室内

に複数の局所排気設備が設置されている場合でも、排気量を電気信号に変換し、制御装置を経由

してインバーターにより空気の送風量を瞬時に調整するシステムとなっている。この方式により、

検査員の有機溶媒の吸引量を軽減し、安全を確保することができる。 

局所排気設備からの排気処理は、病原性細菌（105-1 室）と組み換え遺伝子（206 室）はヘパフ

ィルターでの濾過を行う。一方、酸性又はアルカリ性排気（３階化学分析関係）に関しては、湿

式スクラバー（酸・アルカリ性）、乾式スクラバー（有機溶媒）により、中和・無害化して大気中

に放出する。 

上記の条件にて、各検査室の容積から求められる基礎外気量、局所排気設備から必要とされる

中央空調能力を算出した（表３-38）。なお、LC分析室においては、室内での溶媒の拡散を防げな

いため基礎換気量を通常の検査室の２倍（４回/h）とし、小型の排気装置を液クロ装置の近くに

設置し効率的に溶媒や熱を外部に排出させる計画とする。 

３階の 302（ガスクロ室）、305（試料分析室）においては、分析機から発生する廃熱等を効率

的に外部に排出させる必要がある。日本側は分析機器の安定した作動や検査員の安全確保のため、

効率的な排気設備を設置することとする。一方、内部の空調に関しては、NAFIQAD の支局等の既

存施設で導入されている、個別空調機による換気設備で対応可能であるとし、「ベ」国側負担工事

とする。 

 

 

 3) 換気量及び中央空調の熱源の設定 

中央空調設備の換気計算を表 3−36 に示す。 

 

 

                             
6 衛生試験所の指針では、住宅の居室や学校施設の化学実験室において 6回/hが推奨されている。 
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図	３-８	配置計画図（「ベ」国側作成）	

	 	

①	 守衛室	
②	 駐車場	
③	 事務棟	
④	 検査棟	
（日本側協力対象の機材・設備赤枠）	
⑤	 隔離棟	
⑥	 渡廊下	
⑦	 廃水処理施設	
⑧	 実験排水処理施設	
⑨	 液体燃料保管タンク	
⑩	 変電室	
⑪	 貯水タンク	
⑫	 池	
⑬	 植栽	
⑭	 構内道路	
⑮	 冷却チラー	
⑯	 フェンス	
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同等のもの、また、技術協力プロジェクト「農水産食品の安全性確保のための検査強

化プロジェクト）の支援により分析技術が移転されたレベルの範囲で計画した。なお

主要機材の納入メーカーは「ベ」国に代理店を有し、「ベ」国内に機材の納入実績を

有するメーカーとする。既に NAFIQAD の地方品質監理センターにおいて使用されてい

る機材メーカーの同等製品については第三国製品であったとしても、調達の競争性・

公正性を確保するための理由より機材選定対象に含むこととした。 

表 ３-４４ 主要機材の調達計画 

分野別機材名 
現地 
調達 

日本国
調達 

第三国
調達 

備考 

細菌検査用機材 ○* ○ ○  

残留農薬/動物医薬品検査用機材 ○* ○ ○  

分子生物検査用機材 ○* ○ ○  

遺伝子組み換え食品検査用機材 ○* ○ ○  

無機化学検査用機材 ○* ○ ○  

食品放射能検査用機材 ○* ○ ○  

教育／訓練機材 ○* ○ ○  

サンプリング、リスクアセスメント検査用機材 ○* ○ ○  

海洋由来毒検査機材 ○* ○ ○  

QC 室用機材 ○* ○ ○  

倉庫用機材 ○* ○ ○  

特殊ガス精製用機材 ○* ○ ○  

機器修理用機材 ○* ○ ○  

ガス保管室・配管室用機材 ○* ○ ○  

試料保管室用機材 ○* ○ ○  

*現地調達には第三国製品の現地調達を含む 

 

 5) 輸送計画 

日本国調達が想定される機材に関しては、本邦港（横浜港）に集荷され、横浜港からハイ

フォン港（「べ」国北部）までの定期便による海上輸送を行い、ハイフォン港にて免税、通関

し、ハノイ市内のプロジェクトサイトまで陸上トラック輸送を行う。 

 本調達計画では輸送計画に示したように、日本国調達機材を二回に分けた海上輸送を計画

する。横浜港からハイフォン港までの貨物コンテナ定期船は週５便程度運行されており、一

回の航海に 16日間を要する。さらに、ハイフォン港からハノイ市内までは約 120km となり、

約２日間掛けてのトラック輸送となる。また、通関作業および免税手続きなどの保留期間と

して輸送毎に２週間の日数が必要となる。このため海上輸送に約１ヵ月間の工期が必要とな

る 

 

 6) 機材の据付 

本プロジェクトに含まれる調達機材は、各機材が適切な機能を発揮する為に必要となる調
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  ３−２−４−７ 初期操作指導・運用指導計画 

本調査では機材のグレードと規模については原則として NAFIQAD が既に支局で導入してい

る機材と同等のもの、また、JICA 技術協力プロジェクトの支援により分析技術が移転された

レベルの範囲で計画する。納入メーカーは「ベ」国に代理店を有し、「ベ」国内に機材の納入

実績を有するメーカーとした。なお、本プロジェクトで調達する機材は NAFIQAD ブランチで

利用されているため運用指導は必要なく、各機材にかかる運用指導の必要性は低いと判断で

きる。 

  ３−２−４−８ ソフトコンポーネント計画（資料６参照） 

「ソフトコンポーネントを計画する背景」 

本プロジェクトの事業実施機関である農業農村開発省（MARD）農林水産物品質保証局

（NAFIQAD）の傘下には、現在６ヵ所のブランチがあり、主に農水産物の輸出にかかる検査等

の業務が行われている。今回新設される検査所の設備は、上記６か所のブランチと比較して、

�検査員の健康被害回避、遺伝子組み換え体や細菌の外部への漏洩防止、排ガスの放出によ

る大気汚染の回避、分析装置の作動条件確保（温湿度）、検査段階で発生した廃棄物の適切な

処理、の各点に配慮した計画となっている。日本側対象事業は、上記計画に沿い、各検査室

での業務内容に応じ、局所排気設備（ドラフトチャンバー、クリーンベンチ、HEPA フィルタ

ー付換気装置等）、中央空調設備、個別空調設備、排ガス処理設備等の検査機材にかかる支援

設備を計画し、検査員や外部への影響を排除・軽減することとした。また、廃棄物処理に関

しては、ベトナム側が負担する廃棄物処理設備（排水、焼却炉）に加え、廃液中和装置を導

入し、的確な排水処理が可能となるよう配慮した計画とした。 

NAFIQAD は、上記 6ヵ所の既存ブランチの設備の運営指導経験はあるものの、本プロジェ

クトは新設の検査所であり、施設規模や仕様も既存施設よりも高度で大規模であるため、

NAFIQAD が自助努力により各種の検査支援設備の運転や、維持管理業務等の体制を短期間で

確立することは厳しい状況にある。特に、同設備が所定の能力を発揮するためには、日常の

保守管理業務に加え、定期的に必要となる各種の維持管理作業等の方法を習得する必要があ

る。また、設備の持続性を確保するためには大規模な更新（主要機器や設備の交換等）を想

定した中期保守計画の策定等も必須となるため、これらを想定して以下を踏まえたソフトコ

ンポーネントを実施する必要がある。 

①  中央空調設備の運転には多量の電力を消費するところ、施設を適切に保守・維持管理

することにより、設備本来の能力を発揮しつつ、無駄な電力消費を避ける必要がある。 

②  検査支援設備を構成する部品には、それぞれに固有の耐用年数があるため、これを踏

まえた維持管理を行うことにより、装置全体を適切に保守する必要がある。 

③ 設備の保守・維持管理には予算の裏付けが必要であり、必要とされる予算を構成部品

の耐用年数等を踏まえて確保することが、維持管理を行うための大前提となる。 

④ 支援設備を構成する部品の能力低下による影響、例えば電力量増大あるいは機器運転

時間の増加等による運転コスト増加費用と部品交換コストの比較などの概算を行うこ

とで運転経費に関する意識を強化する必要がある。 
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「ソフトコンポーネントの目標」 

ソフトコンポーネントの目標は、「本事業の運営・維持管理体制を適切に確立すること」

とする。具体的には、検査業務の支援設備（空調全体）及び廃液中和装置の保守・運転管理

に必要な技術面での机上及び実務指導、保守演習を行うことにより、対象者が、有効かつ適

切に、日常及び中長期の運営・維持管理ができるようになることを目指す。 

 

(1) ソフトコンポーネントの対象者 

支援設備： RETAQ センターの検査棟設備担当者１名及び設備担当者の補佐となるエ

ンジニアを主な対象者とし、その他、所長及び予算担当者を一部活動の

対象とする。具体的対象者は NAFIQAD が今後配置予定。 

廃液中和装置： RETAQ センターの検査員 2 名を主な対象者とし、その他、施設エンジニ

ア等を一部活動の対象とする。具体的対象者は NAFIQAD が今後配置予定。 

(2) 支援リソース 

現地リソースがないため、本邦コンサルタントの派遣を計画する。 

 

「ソフトコンポーネントの実施工程」 

本体事業施設の完工前に業務を開始することとし、以下の事業実施工程表に基づき、フェ

ーズ１及びフェーズ２のソフトコンポーネントを実施する。 

 

(1) 事業実施工程表 

ソフトコンポーネントの実施工程を表３−47 に示す。 

表 ３-４７ ソフトコンポーネント実施工程 
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図 ３-３２ RETAQ センター業務計画 

同センターの活動はは、RETAQ センターの施設の建設工程、JICA 及びその他ドナーによる技術

協力を踏まえて、図３−30 に時系列で示したように業務を段階的に拡大する計画としている。セ

ンターは 2020 年第 1四半期から運用を開始し、初年度は既存支所からの委託検査、国家モニタリ

ング検査を実施しながら、検査員の技術レベルの向上を図っていく計画を持つ。機材引渡し後、

運用開始から約２年目から ISO の認証を受け、さらに外部委託検査を実施して業務量の拡大して

いく計画である。 

 ３−４−３ 維持管理計画 

1) 施設 

 ① 検査棟運営に関する給水量、水質、実験用ガス 

市水を RETAQ センターに供給することが確認されているが、供給状態に不安があるため受水槽

を設置し、屋上に揚水し供給することが確認されている。実験用の純度の高い水に関しては、別

途処理する必要がある。また、水道料金及び実験用ガスの単価については現状の確認を行ってい

る。 

 ② 廃棄物処理、排水基準等の妥当性 

廃棄物に関しては、実験関係に関しては専門の廃棄物処理業者に委託し、敷地内に焼却可能な

ものは焼却される。一般検査排水及び生活排水は嫌気処理され所内で浸透処理する。特殊検査排

水は現地基準に則り委託処理の予定とする。 

 ③ 給排水・空調等の設備維持管理体制 

施設維持管理のための保守要員が施設の建設時期に合わせて確保される予定である。中高度の

維持管理になると、設置業者あるいは空調設備設置業者に保守を依頼することが必要である。 

 ④ 法規関係 

MARD 建設管理局、詳細設計業者等から確認しても、特に該当するものはなかった。 
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